
１．内閣総理大臣表彰 　　５件

（１） 個人（４件） (敬称略・50音順）

氏名 住所 職業・役職 主な活動実績

植松　悟子
うえまつ　さとこ

東京都世田谷区
国立研究開発法人国立成育医療研究セ
ンター特命副院長・救急診療部統括部長

・消費者庁及び国民生活センターの医療機関ネットワーク事業に開始時から参画する機関において、中心的な役割を果たした。
・法規制の検討に資する情報提供やこどもの事故予防策の普及に向けた研究にも尽力。
・消費者安全調査委員会等で専門的助言を行う、消費者庁の啓発資材を監修するなど、こどもの安全に関わる分野において幅広く活躍。

後藤　巻則
ごとう　まきのり

東京都世田谷区
早稲田大学名誉教授、特定非営利活動
法人消費者機構日本会長、弁護士

・国の審議会等の委員を多数歴任したほか、2021年９月から2023年８月まで消費者委員会委員長を務め、関係省庁に対する各種の建
議、提言、意見等の取りまとめに尽力し、消費者行政の発展に貢献。
・日本消費者法学会に設立当初から携わり、2014年から2018年まで理事長を務める等、消費者法研究の深化・発展に多大な貢献を果た
すとともに、大学での講義を通じて消費者法教育に尽力。

山田　英郎
やまだ　ひでお

栃木県小山市

とちぎ消費者ネットワーク代表幹事、特定
非営利活動法人とちぎ消費生活サポート
ネット理事、特定非営利活動法人とちぎ消
費者リンク理事、全国消費者行政ウォッチ
ねっと幹事、小山市消費生活審議会委
員、栃木市消費生活審議会会長、公正取
引委員会独占禁止政策協力委員

・1965年の日本消費者協会入局以来、消費者教育の推進及び消費生活相談員等の養成・育成に尽力。
・協会退職後も栃木県内の消費者団体で消費者問題に関する事業の企画立案、提言等を主導。
・栃木県内の大学等の講師も務め、若者向けの消費者教育に尽力。被害に遭わないことに加え、加害者にならないための継続した啓発活
動を実施。

吉松　惠子
よしまつ　けいこ

東京都港区

独立行政法人国民生活センター主任消費
生活相談員・客員講師、横浜家庭裁判所
家事調停委員、少年友の会理事、公益財
団法人消費者教育支援センターエグゼク
ティブフェロー、公益社団法人全国消費生
活相談員協会講師

・国民生活センター入所以来、各地の消費生活相談員から寄せられる専門的な相談への対応や、消費者問題に関する啓発活動を実施。
・同センターの訪日観光客消費者ホットラインの立上げに参画したほか、全国の消費生活相談員等に対する研修講師を数多く務めるな
ど、人材の育成や相談処理全体のスキル向上に大きく貢献。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

（２） 団体（１件） (敬称略）

住所 主な活動実績

北海道函館市
・函館市消費生活センターの運営を50年近く担うほか、生涯学習講座である「函館消費者大学」の実施、地域の見守りの活動への尽力等
を通じて、消費者の権利擁護、消費者教育等に関する市民の意識向上に大きく貢献。
・環境問題にも積極的に取り組み、廃棄物の原料化や再資源化の促進、エコライフの普及啓発等を市と協調して推進。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

令和８年度　消費者支援功労者表彰　被表彰者等一覧

名称

特定非営利活動法人
とくていひえいりかつどうほうじん

函館消費者協会
はこだてしょうひしゃきょうかい



２．内閣府特命担当大臣表彰　　11件
（１） 個人（10件） (敬称略・50音順）

氏名 住所 職業・役職 主な活動実績

生駒　芳子
いこま　よしこ

東京都渋谷区
ファッション・ジャーナリスト、一般社団法人日
本エシカル推進協議会会長、文化庁文化審
議会文化政策部会委員

・ファッション雑誌編集者としてフェアトレード等の記事の編集、執筆・講演活動を精力的に行いつつ、伝統工芸をベースにしたエシカル・
ファッションブランド「HIRUME」をプロデュース。
・消費者庁「倫理的消費」調査研究会委員を始め、政府の活動にも貢献したほか、現在は日本エシカル推進協議会会長として「エシカル基
準」の普及を進めるなどエシカル消費及びエシカル経営の普及啓発を牽引。

井坂　江美子
いさか　えみこ

神奈川県横浜市
元東京都主任消費生活相談員、公益社団法
人全国消費生活相談員協会理事・事務局長

・東京都の主任消費生活相談員を務め、研修では多くの相談員に対し、必要な知識や情報、実務ノウハウ等を的確に伝えるなど、相談員の
育成や区市町村における相談業務の質の向上に大きく寄与。
・公正取引委員会独占禁止法政策協力委員、全国銀行協会金融ADRあっせん委員等を歴任し、幅広い分野において消費者被害の防止及
び救済に貢献。

板倉　陽一郎
いたくら　よういちろう

東京都渋谷区 ひかり総合法律事務所パートナー弁護士

・電子商取引等に関する深い知見を踏まえ、消費者庁検討会委員としてデジタルプラットフォームにおける消費者取引の在り方に関する検
討を主導。
・取引デジタルプラットフォーム官民協議会では学識経験者の立場から積極的に意見を述べ、官民協議会の議論の充実及び取引デジタル
プラットフォーム消費者保護法の実効的な運用に寄与。

鬼武　一夫
おにたけ　かずお

埼玉県春日部市
日本生活協同組合連合会品質保証本部総
合品質保証担当

・日本生活協同組合連合会の品質保証担当者としての立場や経験を活かし、消費者の健康保護を最優先としながら、科学に基づく食品安
全行政の推進に貢献。
・消費者庁、農林水産省等の政府機関における各種委員を務め、消費者団体を代表する立場から、食品安全行政に関する提言や助言を行
うなど、消費者が安全かつ安心して生活できる社会の実現に寄与。

出井　和子
でい　かずこ

愛知県名古屋市

名古屋市消費生活センター消費生活相談
員、公益社団法人全国消費生活相談員協会
中部支部副支部長、独立行政法人国民生活
センター紛争解決委員会特別委員

・名古屋市消費生活センターにおいて中核的な役割を担うほか、消費生活相談員としての豊富な知見を活かし、全国消費生活相談員協会
では中部支部副支部長として活動。
・消費生活相談員レベルアップ研修の企画・運営及び講師の担当、見守り活動、消費者志向経営の推進に向けた事業者との交流など、多
岐にわたる活動を精力的に実施。

中山　健
なかやま　たけし

熊本県熊本市
弁護士、特定非営利活動法人消費者支援
ネットくまもと理事・事務局長、熊本県消費生
活審議会委員

・熊本県弁護士会消費者問題対策委員会に所属し、2020年以降は副委員長として消費者被害の救済活動に尽力するとともに、九州地域に
おける消費者問題に関する様々な取組を主導し、広域的な連携の強化に貢献。
・県内における裁判外紛争解決手段の普及・定着に尽力したほか、見守り活動に参画するなど地方消費者行政にも大きく貢献。



根本　弓月
ねもと　ゆづき

福島県二本松市
福島県消費生活課消費者教育コーディネー
ター、福島地方裁判所民事調停委員､福島家
庭裁判所家事調停委員

・福島県消費生活センターにおいて、15年の長きにわたり消費生活相談員を務め、2024年６月からは消費者教育コーディネーターに登用さ
れるなど同県における消費者行政の推進に大きく貢献。
・出前講座の講師、県政テレビ広報番組や地元ラジオ番組への出演、地元紙への定例の寄稿等、幅広い活動を通じて県民への普及啓発に
尽力。

宮園　由紀代
みやぞの　ゆきよ

熊本県熊本市

財務省九州財務局専門調査員、NPO法人熊
本消費者協会理事、公益社団法人日本消費
生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協
会金融委員会副委員長、消費者委員会支払
手段の多様化と消費者問題に関する専門調
査会委員、適格消費者団体NPO法人消費者
支援ネットくまもと専門部会委員

・熊本県消費生活センター等で相談業務に貢献する傍ら、大学院で研究に従事し、消費者紛争に関する論文を執筆。
・出前講座の講師を務め、消費者教育及び金融経済教育を積極的に実施。
・熊本地震直後には、熊本消費者協会主催の「対話カフェ」の開催を企画し、迅速な情報提供や相談員との連携・交流等の促進に貢献。

山本　正行
やまもと　まさゆき

東京都豊島区

山本国際コンサルタンツ合同会社代表、国民
生活センター越境消費者センター運営委員、
国民生活センター高度専門相談員、消費者
委員会支払手段の多様化と消費者問題に関
する専門調査会委員

・支払・決済分野、特にキャッシュレス決済の専門家として、講演・教育活動のほかキャッシュレス決済の仕組みや課題について分かりやすく
解説した著書を多数執筆し、消費者及び実務者の理解促進に寄与。
・キャッシュレス決済が関係する消費者問題の解決支援に関する活動にも精力的に取り組み、消費者被害の防止及び救済に貢献。

吉本　敏子
よしもと　としこ

三重県員弁郡東員町
三重大学名誉教授、消費者市民ネットワーク
みえ代表

・大学教員として家庭科教育の教員養成に携わり、消費生活関連科目の授業を担当。その教育実践の一環として「消費者問題啓発かるた」
や絵本を制作・発行したほか、消費者教育の実践の場として「Café HONOBUONO」を開設。
・教職研修講座等の講師を務めるほか、日本消費者教育学会の創立当初から学会員として活動し、副会長、監事等を歴任。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

（２） 団体（１件） (敬称略）

住所 主な活動実績

徳島県小松島市

・ビジネス・食・アパレル・福祉といった幅広い視野で地域社会に貢献できる人材育成を実施。
・SDGsや消費者教育を推進し、地域課題の解決を目指す探究活動に注力。地元企業と連携した商品開発により、海洋環境の保護と食品ロ
スの削減を実現。
・海洋ごみの活用に関する調査研究も進めるなど環境保全と循環型社会の形成にも貢献。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

名称

徳島県立
とくしまけんりつ

小松島西高等学校
こまつしまにしこうとうがっこう


